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2025年12月24日 

各 位 

 

会 社 名 ミネベアミツミ株式会社 

代表者名 代表取締役 会長 CEO 貝沼 由久 

 （コード番号：6479 東証プライム市場） 

問合せ先 広報・IR室長 小峯 康生 

 （TEL 03-6758-6703） 

 

当社子会社（ミツミ電機株式会社）のマレーシア子会社（MITSUMI TECHNOLOGY (M) SDN. BHD.）におけ

る生産終了、法人清算および生産拠点の再編に関するお知らせ 

 

ミネベアミツミ株式会社（本社：長野県、代表取締役 会長CEO：貝沼 由久）は、連結子会社であるミツミ電機株

式会社の子会社MITSUMI TECHNOLOGY (M) SDN. BHD.（所在地：マレーシア ジョホール州バトパハ）にお

ける生産を本日までに終了いたしましたので、お知らせいたします。 

 

当社は、コア事業である「8本槍」の一つである電源事業について、最適な生産体制の構築による収益体制の改善

及び事業強化を進めております。今般、その活動の一環としてMITSUMI TECHNOLOGY (M) SDN. BHD.での

生産を終了いたしました。今後は、MITSUMI PHILIPPINES, INC.（所在地：フィリピン共和国 バターン）にて

生産を継続し、生産効率の向上とコスト競争力の強化を通じて、電源事業のさらなる拡大を図ってまいります。 

 

また、MITSUMI PHILIPPINES, INC.への生産移管が完了次第、MITSUMI TECHNOLOGY (M) SDN. BHD.

の清算手続きを開始する予定です。 

 

なお、本件が、当社の連結業績に与える影響は軽微です。 

 

１． MITSUMI TECHNOLOGY (M) SDN. BHD.の概要 

（１） 名 称 MITSUMI TECHNOLOGY (M) SDN. BHD. 

（２） 所 在 地 Batu 3 3/4, Parit Bilal, 83000 Batu Pahat, Johor, Malaysia 

（３） 代表者の役職・氏名 Director/ President 村上 幸司 

（４） 事 業 内 容 電源の製造販売 

（５） 資 本 金 ※ 35,000千リンギット 

（６） 設 立 年 月 日 1986年10月23日 

（７） 大株主及び持株比率 ミツミ電機株式会社 100％ 

※ 2025年9月30日現在 

 

２． MITSUMI PHILIPPINES, INC.の概要 

（１） 名 称 MITSUMI PHILIPPINES, INC. 

（２） 所 在 地 
Luzon Avenue, Phase 1 The Freeport Area of Bataan Mariveles, 

Bataan, Philippines 2106 

（３） 代表者の役職・氏名 President 森 達哉 

（４） 事 業 内 容 コイル、電源、RF通信モジュール等の製造 
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（５） 資 本 金 ※ 33,628千USドル 

（６） 設 立 年 月 日 1980年5月21日 

（７） 大株主及び持株比率 ミツミ電機株式会社 99.9％ 

※ 2025年9月30日現在 

 

３． ミツミ電機株式会社の概要 

（１） 名 称 ミツミ電機株式会社 

（２） 本 店 所 在 地 東京都多摩市鶴牧2-11-2 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長執行役員 岩熊 勝行 

（４） 事 業 内 容 コネクタ、モーター、内蔵電源、RF通信モジュールなどの開発・設計 

（５） 資 本 金 ※ 20,000百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1954年1月6日 

（７） 純 資 産 ※ 148,765百万円 

（８） 総 資 産 ※ 312,052百万円 

（９） 大株主及び持株比率 ミネベアミツミ株式会社  100％ 

※ 2025年9月30日現在 

 

４． 日程 

（１） 生 産 終 了 日 2025年12月20日 

（２） 清 算 日 2027年3月31日（予定） 

 

以 上 


